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【書評】
海道進、吉田和夫、大橋昭一編著
『現代ドイツ経営経済学』
岡本人志
ー
ドイツの経営というと、私たちはまず、共同決定の制度を思い浮かべる。
ドイツにおいては、企業のさまざまなレベルでの意思決定に、従業員が参
加している。最近では、環境問題に対する企業の取り組みが有名である。
ドイツでは、環境問題に対する国民の関心が高く、企業はこれに応えて、
環境への負担の軽減とリサイクルに取り組んでいる。職業教育の改革や地
場産業の育成との関連で私たちが話題にするマイスター制度も、 ドイツに
おいて発達した制度である。
現代ドイツの経営学は、これらの実践を踏まえ、そして他方において、
第2次世界大戦前の理論的蓄積を基礎として、独特の個性をもっており、
アメリカ合衆国の関連する分野とは異なる色彩を示している。ドイツの経
営と経営学を、他の諸国のそれと比較研究することは私たちにとって意義
深いことである。ドイツの経営学を取り扱った書物はこれまでに多く出版
されており、現代のドイツ経営学を取り扱った書物もいくつかある。この
なかにあって、海道 進、吉田和夫、大橋昭一編著『現代ドイツ経営経済
学』（税務経理協会、平成9年。）は、盛り込まれている内容の豊かさと水
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準の高さを誇る書物である。表題にいう経営経済学は、日本における経営
学と大差ないものと考えてよい。
次のような内容が盛り込まれている。第2次世界大戦後のドイツ経営学
の諸潮流、経済性、生産性、収益性の概念、手工業の理論、経営参加の理
論と実践を支えたキリスト教の思想、企業倫理の理論、組織理論の新展開
と企業の研究、 リーン生産をめぐる議論、賃金制度の新しい動向、経営者
論、日本の経営学に対するドイツの理論の影響。実践的およぴ理論的に重
要な、経営学の主要な問題の多くが取り上げられており、現代ドイツ経営
学の全体像を描こうとする編者の意図を読み取ることができる。
本書は11の章から構成されているが、各章はそれぞれの分野を、体系的
に論述し、あるいは核心を取り出し、あるいは新しい動向とその意義を明
らかにしている。各章の水準は高く、それぞれの分野の到達点を知ること
ができ、新たに取り組もうとする人にとって研究への手引きとして役立つ。
本書はもともと、川崎文治先生の傘寿を記念して編まれたものである。
川崎先生は、 ドイツ経営学の探求を基礎として、経営学原理の構築に取り
組まれた高名な研究者である。私は、先生の研究から多くを学んできた。
この場をかりて、先生には御祝いを述べさせていただきたい。
「はしがき」によると、本書の全体は4つの部分に大別される。私も以
下において、本書の内容を 4つの部分に分けて紹介し、それぞれの部分ご
とに私見を述べることにする。「はしがき」に各章の簡潔な紹介があるが、
もう少し詳しい紹介が、本書を読者により身近なものとすることに役立つ
ならば幸いである。
I 
第1章、第 2章、第3章、第4章は、現代ドイツ経営経済学の基礎とな
っている考え方を考察している。
第1章は、第2次世界大戦後のドイツ経営経済学の諸潮流を描いている。
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この時代のドイツ経営経済学は、グーテンベルクの経営経済学を出発点と
して、その継承、発展という形をとって展開する潮流と、これに対する批
判という形をとりながら展開する潮流とに二分して整理されている。前者
を利害一元的、生産性志向的と特徴づけるならば、後者の特徴は、利害多
元的、企業体制論的な企業モデルを展開する点にある。
1950年代に現れたグーテンベルク理論の特徴は第 1に、経営を、労働給
付、経営手段、材料という 3つの生産要素の結合過程として捉え、生産要
索の投入とその結合の成果との数量的関係である生産性を中心に置く点に
おいて、生産性志向的である。そして第2に、グーテンベルクは、当時論
議されていた共同決定を資本主義体制に異質なものと考えて、この体制に
特有な経営形態である企業においては、資本所有者と経営者以外は経営の
意思決定を行うことができないと主張する点において、単独決定原理に基
づく利害一元的な企業モデルを採用している。利害一元的な企業モデルは
ハイネンの意思決定志向的な経営経済学のなかに継承されている。
利害多元的な企業モデルを展開する点においてグーテンベルク理論と対
立する経営経済学は1970年頃以降現れる。シュミットの理論はその先駆的
なものであり、シュミーレヴィッチの企業体制論がこれに続く。
企業は、あらゆる利害集団が個人の目標を実現するために利用する用具
である。この命題を提示することによって、シュミットは、利害一元的な
企業モデルから脱皮して、利害多元的な企業体制論への道を切り開いた。
シュミットは企業の利害関係者として、自己資本出資者、経営者、従業員、
他人資本出資者、顧客、供給者、競争相手、労働組合、使用者団体、政党、
国家、地方自治体、公的機関などをあげる。これらの諸集団のうちで、自
己資本出資者、経営者、従業員は企業の担い手になることができ、企業政
策の決定に影響を与えることができる。シュミットは、企業の担い手の個
人目標から企業目標がどのように形成されるかを論じる。そして目標の達
成と達成された成果が自己資本出資者、他人資本出資者、国家、従業員の
間にどのように分配されるかを論じる。成果の概念としては、価値創造の
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概念が採用されている。シュミットは、企業事象の体系的な解明を課題と
して経営経済学の体系を樹立した。
シュミーレヴィッチは、企業体制論の分野に取り組む。企業体制とは、
基本的で長期的に有効な企業の構造規制の総体である。企業体制によって、
第1に、持ち分所有者、経営者、従業員という企業の構成員の権利と義務
が規定され、第2に、株主総会、取締役会、監査役会という企業紐織の構
造が規定される。企業体制によって規定される領域として、権力の配分、
所得の配分、危険の配分がある。企業体制の問題は一般に権力の配分をど
のように規制するかという領城に限定されて議論されるが、シュミーレヴ
ィッチはより広く、企業の価値創造がどのような基準に基づいて企業の構
成員と企業の外部に分配されるかを論じ、そして企業の財務的危険とそれ
に対する責任が企業の構成員と企業の外部にどのように配分されるかをも
論じる。権力の規制の領域において、企業権力の濫用に対する監督の問題
が登場する。シュミーレヴィッチは、持ち分所有者による監督と従業員に
よる監督の他に、管理職員による監督、さらには顧客、供給者、他人資本
出資者、国家、労働組合などによる監督を重視している。
企業体制と関連するものとして、環境という視点からする企業規制の問
題がある。 1980年代に現れたエコロジ一志向的経営経済学がこれを取り扱
う。
第2章は、経営経済学の基本概念である経済性、生産性、収益性の概念
を吟味している。これら 3つの概念は古くから経営経済学の選択原理ある
いは中心原理として重要視され、多くの人ぴとによってさまざまに規定さ
れてきた。第2章は索材としてヤコプ編の『経営経済学総論』の第5版(1990
年）を用いて、これら 3つの概念について現代ドイツ経営経済学の共有財
産となっているところを解説している。ヤコプ編のこの書物は、経営経済
学の対象、分類、隣接科学、歴史、方法、基本概念を取り扱うことから出
発して、要索結合としての経営、生産と費用、販売、企業の財務、投資計
算、貸借対照表など、広範囲にわたる領域を取り扱っている。
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経済性は、経済原則をいかに厳しく守っているかどうかの程度を意味す
る。経済性は2つの方法において規定される。経済性は第 1に、最小可能
の手段投入によって成果を得ることであり、節約性の程度として規定され
る。そしてあるべき投入と実際の投入との比較によって測定される。経済
性は第2に、手段の投入によって最大可能の給付を得ることであり、成果
性の程度として規定される。そして実際の給付とあるべき給付との比較に
よって測定される。経済性の概念にいう投入あるいは給付は、物的な量に
かかわる概念ではなくて、価値にかかわる概念である。投入の価値的な概
念として原価、費用があり、給付の価値的な概念として成果、収益がある。
生産性は一般に、投入された手段とつくり出された給付との関係として
把握される。経営経済学においては、生産性は、要素の投入量と要素結合
の量的な成果との比較によって測定される。生産性の概念にいう投入ある
いは成果は、物的な量にかかわる概念である。要索の投入量はたとえば、
個、メートル、キログラム等の単位で測定される。生産性は、投入される
要素ごとに、材料投入の生産性、労働投入の生産性のような部分生産性に
分けることができる。
収益性は、一定期間における成果とこの期間において成果獲得に参加し
たものとの関係として把握される。収益性の種類としては、資本収益性、
自己資本収益性、総資本収益性、売上高収益性がある。資本収益性は、一
定期間の成果とこの期間において投入された資本との関係によって測定さ
れる。自己資本収益性は、資本収益性における資本の位置に自己資本を置
くことによって求められる。総資本収益性は、資本収益性における成果の
位置に他人資本利子を加えた成果を置き、資本の位置に総資本を置くこと
によって求められる。売上高収益性は、成果と売上高との関係によって測
定される。
経済性、生産性、収益性のうち、前2者は経済秩序や経営目的に依存し
ない原則であり、あらゆる経営にとって重要な原則である。これに対して、
収益性は経営目的に依存する原則である。
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第3章は、手工業の経営経済学を取り上げている。ドイツ経営経済学は、
工業化とその後の工業企業の成長に伴って生じた諸問題を主たる研究の対
象にしてきた。この大きな潮流のなかで放置されてきたのが手工業である。
レスレは手工業の研究に取り組んだ唯一の経営経済学者であり、第3章は、
レスレの手工業経営経済学における手工業の概念および機能を描くことに
あてられている。
手工業の特質は工業経営に対立させるとき明確になる。工業経営が資本
に依存し、大量生産を行い、技術的な成果を広範に利用するのに対して、
手工業経営は、伝統に強く制約された、経験を重視する生産過程、職業準
備教育を受けた者の協働、消費者の個別的欲望の充足、手エ労働の優位性
を特質としている。しかしながら、手工業の概念を一義的に規定すること
は容易ではない。工業化以降の技術的、経済的、社会的な発展のなかで、
手工業もまた大きな変化を遂げているからである。レスレは次のような定
義を、合格点に達したものとして採用する。「営業Gewerbe（手工業、工芸
手工業、専門店、人的サーピス業）は営利企業の個性、包括的な職業訓練、
その人的諸力と手段の通例の投入の結果であるところの給付を通じて個別
的欲望の充足をめざす独立の営利活動である」。
手工業は、手工業製品を消費者に販売するという経済的な機能を遂行す
る。しかしながら、この側面のみによっては手工業の機能の全体を捉える
ことはできない。レスレは、手工業がより広い機能を遂行しているという。
文化的、社会的、政治的機能が重要である。
手工業の文化的機能は、それが地城の社会と文化に根ざしていることか
ら生じる。手工業の原材料はその地域に特有なものであり、製品のデザイ
ンにもその地域の社会と文化が影響を与えている。手工業は地城文化の担
い手である。手工業は一般に小規模であるが、このこともまた、手工業文
化の形成と関係している。大量生産される工業製品と比べて、手工業の製
品は、創造性と芸術性に富んでおり、芸術品あるいは文化的財としての特
質をもっている。手工業は一時期、衰退の傾向にあったが、再び手工業製
海道 進、吉田和夫、大橋昭一編著『現代ドイツ経営経済学』（岡本） （53) 165 
品の良さが見直されるようになった。工芸的かつ造形的にすぐれた手工業
製品に対する需要は高まっているのである。レスレは工業化の利点を否定
しているわけではない。工業化に適している分野とそうでない分野があり、
レスレは、後者こそが手工業の固有の分野であると主張するのである。
手工業の社会的機能は、そこに多くの人びとが働き所得を得ることによ
り、自己と家族の生計を賄っているという事実から生じる。手工業は、そ
の従事者に経済的独立の機会を与え、職業の習得によって社会的独立の感
情を与え、そして経済的、社会的に安定した地位の確保は、手工業者の中
間層としての自覚を促し、社会の安定に役立つ。手工業の政治的機能は、
社会的機能と密接に関連している。中間層の育成は、資本家と労働者とい
う2つの階級の対立を緩和し、政治的な安定を生み出す。
レスレはこのような手工業の機能についての理解を基礎として、手工業
の助成についても、それが手工業の技術的、経済的側面のみではなくて、
文化的、社会的、政治的側面をも考慮したものでなければならないと主張
する。
第4章は、キリスト教経営思想およびキリスト教的立場に立つ経営経済
学の系譜を体系的にまとめている。キリスト教思想は、経営社会政策論と
経営社会学の形成に貢献したのみではなくて、経営経済学の一潮流の形成
にも貢献している。
キリスト教経営思想の源流は、 19世紀の後半に活躍した企業者、プラン
ツの思想に見出される。プランツは、 1865年に毛織物工場プランツ社を創
業した。同社は1873年に労働者代表制を導入したことで有名である。プラ
ンツは労働者問題に取り組むカトリックの運動にかかわるなかで、自己の
経営思想を構築していく。かれは、労働者問題をカトリックの立場に立っ
て解決することを課題として1880年に新設された「労働者福祉連盟」の議
長に指名された。同連盟の活動を通して、かれは労働者福祉を、温情的・
慈恵的施策として捉えるのではなくて、合理的な経営政策の対象として捉
えるようになった。かれの考えるところでは、労働者は経営のパートナー
166 (554) 第 43巻第 3 号
である。次いでプランツは、 1890年に創設された「ドイツ・カトリック国
民協会」の理事長を引き受けた。同協会の活動を通して、かれの経営思想
は成熟する。かれは、中立的な議長のもとで労使双方により構成され、共
通の利益と個別の利益を協議する機関の創設を提唱する。プランツの考え
る労働者はさらに、社会改革の担い手でもある。
カトリック教会自体もまた1891年以降、労働者問題について、経営にお
ける人間問題について公式見解を表明してきた。その目指すところは、労
働者が自らの尊厳を確保し企業活動の広い領域において参加できるような
体制を構築し、労働者が知性をもつ自由な存在として自己を発展させるこ
とができるような体制を構築することにある。
社会的カトリシズムの影響を受けた経営経済学者として、第2次世界大
戦後のカルフェラム、フィッシャー、 A.マルクス、ガウグラーが登場す
る。かれらに共通するのは、経営における人間問題に関心を寄せる点であ
る。カルフェラムは、経済の領域においてキリスト教的信念を表明してい
る。フィッシャーは、パートナーシャフト経営論を展開した経営経済学者
として有名であるが、それを超えて、すべての構成員が対等の権利をもつ
ような経営を構成することを目指したことがある。この経営は、経済的職
分のみならず社会的職分をも遂行することを課題とする。 A.マルクスは
人間を、目的に対する手段として捉えるのではなくて、精神の担い手、よ
り高きを求める欲求をもつ存在として捉える。そして経営生活の人間化を
目指す。ガウグラーは、経営がそのもとに置かれている 3つの事実を取り
出し、そしてこの事実が経営に対して要請するところを論じている。第 1
の事実は、経営の生産過程に人間労働が投入されているということである。
第2の事実は、企業が経済社会全体のなかに組み込まれているということ
である。第3の事実は、企業が営利経済制度であるということである。第
1の事実は、労働の人間化を要請する。第 2の事実は、自由な社会秩序と
市場経済体制の維持•発展を要請する。第 3 の事実は、生産過程における
最大の成果達成と分配過程における経営構成員の維持とを要請する。ガウ
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グラーの課題は、経営経済的要請と人間主義的要請との調和をはかること
にある。
経営経済学の基礎となる考え方を考察した4つの章の概略を説明した。
第1章の整理の方法、すなわち第2次世界大戦後のドイツ経営経済学の諸
潮流を、グーテンベルクの経営経済学を出発点として、その継承、発展と
それに対する批判とに大別するという整理の仕方は明快であり、大方の賛
同を得ることができる。第 1章では、グーテンペルク理論に対する批判の
潮流に論述の重点が置かれた。第2章以下にも、グーテンベルク理論とそ
の継承、発展を取り上げる章はない。この潮流が占めている位置を考慮す
ると、どこかに 1つの章を設けてほしいところである。第 2章において取
り扱われた経済性、生産性、収益性の諸概念について、かつては日本の経
営学も活発に論議したが、最近ではあまり取り上げない。しかし、 ドイツ
の経営経済学はこれら諸概念を基礎的な概念として重視し続けている。 ド
イツ経営経済学の個性を理解するために、そしてこれら諸概念に関する現
代の到達点を理解するためにも、第 2章は有益である。第3章で取り上げ
られた手工業の理論は、工業化とその後の企業成長という線に沿って経営
学理論の展開を整理する傾向が支配的であったなかにおいて、いわば空白
に近い状態に放置されている領域である。レスレの理論は、 ドイツにおけ
る唯一の手工業経営経済学の理論として貴重なものである。マイスター制
度や地場産業の育成に関心をもつ人にとって学ぶところは多い。第4章は、
キリスト教がドイツにおいて、経営者の理念およぴ経営経済学の理論に大
きな影響を与えてきたことを明らかにしている。影響は特に、「経営におけ
る人間」と呼ばれる分野において顕著である。第4章は、キリスト教経営
思想およびキリスト教の立場を鮮明にする経営経済学を体系的に整理して
おり、この分野の全体像を描いている。 ドイツにおける経営参加制度の生
成と展開を支えた宗教と理念の大きな潮流を理解することができる。
168 (556) 第 43 巻第 3 号
I 
第5章と第 6章は、企業倫理の問題を考察している。企業倫理は日本に
おいては、経営倫理と呼ばれることもある。両者は同じものと考えてよい。
第5章は、企業倫理学を体系的に論述している。企業倫理はドイツにお
いて、最近、プームといってもよいほど活発に論議されている領城であり、
この領域を 1つの科学として形成しようとする動きがある。第5章におい
ては、企業倫理学の背景と基盤、企業倫理学の特質、科学としての成立可
能性が吟味されている。
ドイツにおいて企業倫理学が現れた背景として、 2点があげられる。第
1は、 ドイツにおける環境保全の努力である。 ドイツは環境保全の取り組
みが進んでいる国の 1つである。企業もまた自然環境と調和しながら如何
にして活動するか、という課題に取り組んでいる。第2は、アメリカにお
ける企業倫理の研究からの影響である。 ドイツの経営学は特に第2次世界
大戦後、アメリカ合衆国における関連する領域の研究成果を取り入れてき
た。企業倫理もまた、そのような領域の 1つである。しかしながら、 ドイ
ツの経営学それ自体に企業倫理の研究を生み出す基盤が存在していたこと
も見落とされてはならない点である。伝統的なドイツ経営学における規範
的傾向が最近の企業倫理学に連なっていることが指摘されている。
資本主義体制のもとで活動する企業の本来の客観的な目的は利潤原理で
ある。企業倫理学はこれに対して、企業政策における正しい行為の尺度と
して人間の尊厳、自由、公正などの倫理原則を提示し、そして利潤原理と
倫理原則との関係を都合よく解決することを研究の課題とする。解決の方
向として、 2つが示されている。調整および克服として特徴づけられるも
のがそれである。
調整の方向は、ウルリッヒおよぴシュタインマンによって試みられてい
る。かれらは第 1に、利潤原理と企業倫理とを対立関係にあるものとして
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捉え、しかも前者よりも後者を上位に置く。そして第2に、利潤原理と企
業倫理との対立を調整する方法として、企業指導の担い手と企業の諸利害
集団との間における対話がはたす役割を強調する。対話によって、ウルリ
ッヒは企業の利潤目標が多次元的な目標に置き換えられると考え、シュタ
インマンは、利潤原理が企業倫理によって矯正されると考える。
克服の方向は、アメリカ合衆国における企業倫理運動の理論と実践から
影響を受けたヴィーラントによって試みられている。かれは、利潤原理と
企業倫理とを対立関係にあるものとして捉えるのではなくて、両者が互い
に促進し合う関係にあるものと考える。ヴィーラントは、長期的に利潤目
標を達成しようとするときには、企業は倫理的視点に立って行動しなけれ
ばならないと考えるのである。
企業倫理を 1つの科学として構築すべきか否か、という議論がドイツに
おいて行われている。 1つの科学としての企業倫理学の成立を否定したの
はシュナイダーである。かれは、利潤原理の正当性を主張し、利潤原理に
基づく企業活動を対象とする経営経済学のうちに企業倫理の問題を包摂す
ればよいと考える。
企業倫理の問題の重要性は広く認められている。しかし、これを 1つの
科学として構築するためには、解決しなければならない課題がある。
第6章は、第5章にも登場したシュタインマンとレーアが共同で公表し
た企業倫理の学説を詳論する。シュタインマンらは、企業倫理の基礎を、
企業家の行動自由と公共の利益との間に自由な合意を達成することに見出
し、その実現の過程を設計する。
企業は市場経済において、公共の利益を侵さないように行動する義務を
負っているぺきであるが、市場経済の秩序が法律的にいかに良く形成され
ていても、この義務は実際には十分には実現されない。この事実からシュ
タインマンらが導き出すのは、企業家が自己の役割を共和主義的なものと
して理解するべきであるという主張である。共和主義的理解の特質は、企
業の活動と公共の利益との間でコンフリクトが生じるか、その可能性があ
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る場合に、企業と企業内外の関係者との間において対話を通じて自由な合
意が形成されるように努力する点に企業家の役割を見出すところにある。
シュタインマンらは、現実を単に批判するだけではなくて、倫理的な指標
となるものを創り出そうとする。
個人の自由と公共の利益との間に自由な合意を創り出す、という視点か
ら、既存の 2つのプログラム、社会主義と自由主義のプログラムが吟味さ
れる。社会主義理論は、個人の自由が未来の階級なき社会において実現さ
れるものとするのみで、そこへ到達するまでの間にある問題を解決するこ
とができなかった。古典的な自由主義理論は、個人の自由を最高の価値と
するのみで、自由な個人の利益が相互に対立し合う場合にその調整をいか
にして行うかという問題を解決することができなかった。自由主義理論の
潮流に属する新制度理論においても、この問題は解決されていない。
シュタインマンらは積極的に、企業倫理を実現する過程を設計する。既
述したコンフリクトを解決する方法として、合意と妥協がある。このうち
で、前者が優れている。一般的で自由な合意がコンフリクト解決のための
最高の倫理原則である。シュタインマンらは合意形成の過程を、行為の現
場レベルから、すなわちコンフリクトが初めて発生した場所から出発して
順次に先へ進んで行く過程であると考える。企業は、効率的であるのみで
はなくて、合意に至ることが可能であるような戦略を開発しなければなら
ない。
シュタインマンらの企業倫理の学説の特質を、 3点にまとめている。第
1は、経験主義的研究方法である。かれらは、企業ないし制度の歴史的経
験的事実に密着した考察態度をとっている。第2は、分権的な構想である。
かれらは、コンフリクト解決にむけた、合意へと至る対話の過程が現場か
ら出発するべきであるとした。第3は、合意あるいはルールヘの関係者の
参加を求めている点である。対話を通じて、企業の社会的責任が認識され、
優れた企業文化が生み出される。市場経済は、このような企業文化があっ
て初めて良く機能することができる。
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企業倫理を取り扱った 2つの章の概略を説明した。第5章は、資本主義
体制のもとでの企業目的である利潤原理と対立関係にあるものとして企業
倫理を捉え、両者の間の調整と克服の道に沿って主要な学説を整理してい
た。説得力ある方法であり、第6章との関連という点からも好都合である。
第5章に登場し、そして第6章において詳論されたシュタインマンの企業
倫理の学説は、共同決定、さらには企業と社会との関係構築の基礎理論と
して重要であり、シュタインマンの業績は個別の著作ごとにその内容が紹
介、吟味されるに値するものである。第 5章と第 6章については、企業倫
理の基礎理論としての特質を考えるとき、たとえば企業と従業員との関係、
企業と消費者との関係、企業と環境との関係等の個別問題との関連、これ
ら諸問題の解決にいかに対処できるかを論じてほしいところである。
IV 
第7章、第8章、第9章、第10章は、「経営経済学のいわば個別的問題」
（はしがき、 3ページ）を考察している。具体的には、組織、生産、賃金、
経営者に関する問題である。
第7章は、組織理論の最近の傾向を取り上げている。最近、組織を自己
言及的システムとして捉える、新しい潮流が興隆している。この潮流の動
向とその代表的論者であるルーマンの学説が第7章の内容である。自己言
及的システムとしての組織という考え方は、オープン・システム・モデル
の見直しをせまり、そして経営経済学に対しても根本的な反省を要請して
いる。
自己言及的システムの理論は、生物システムを自己生産的システムとす
る、生物学における思考に起源をもつ。これを社会システムに、さらに組
織という実在するシステムに適用したのがルーマンである。ルーマンは意
思決定を、組織という社会システムの要素と考える。意思決定のもとに、
ルーマンはコミュニケーションを理解している。組織は、このような意味
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における意思決定から構成され、システムを成り立たせる意思決定を、そ
の意思決定を通じて自ら創り出すシステムである。組織が意思決定を生み
出すことをやめるとき、この組織は消滅する。組織はルーマンにおいて、
自己の意思決定を自己の意思決定によって創り出す、自己言及的に閉じら
れたシステムである。
自己言及的システムの理論において、組織の構造は、意思決定を通じて
形成され、維持され、変更されるものであると同時に、生じうる意思決定
の諸関係を限定する機能を遂行するものとして捉えられる。組織の構造は、
期待の構造であるということができる。一般に組織の構造のもとに、ライ
ン組織、ライン・スタッフ組織、事業部制、マトリックス組織などの諸形
態が理解されるが、これらはすべて、期待を特定化し、行われる意思決定
を限定するという機能を遂行する。
ルーマンの組織理論は、組織一般の理論であって、経営経済学の理論で
はない。しかしながら、経営経済学が古くから組織理論の成果を摂取して
きた経緯およびその意義を考慮するとき、ルーマンの組織理論から経営経
済学の側に対してなされている挑戦および経営経済学にとっての帰結を明
確にすることは重要である。 3つの問題が指摘されている。第 1に、自己
言及的システムの理論において、環境はそれ自体では情報を含んでいない。
システムが環境に自己の区別を挿入し、この区別を用いて環境を捉え、そ
れがシステムにとっで情報として現れる。情報がシステム内的な性格をも
つとするならば、経営経済学は、企業にとっての環境、環境情報と環境認
知について再考しなければならないことになる。第2に、組織の構造変動
を、環境からの直接的な影響としてではなくて、構造の形成および維持と
同じ理論によって説明しなければならないことになる。第3に、管理者も
自己言及的システムとしての組織の外部にいるのではなくて、それに接続
しその部分として作用していると捉えられるが、この考え方に立つとき、
計画、権力などの管理の現象も再考されなければならないことになる。
第8章は、 ドイツにおける「リーン生産」をめぐる議論を取り上げてい
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る。リーン生産の研究はドイツにおいて、経営経済学と産業社会学という
2つの分野に分かれて行われてきたが、最近、これら双方の研究を統合し
ようとする意欲的な研究が現れた。オルトマンによる研究がそれである。
オルトマンのリーン生産論が第 8章の中心に置かれている。
オルトマンは、 MITの国際自動車比較研究の報告書（「リーン生産論」
と呼ばれる）を吟味することから出発する。「リーン生産論」の意義は伝統
的大量生産の限界問題との関係で、生産の構成に関する 1つの構想として
まとめ上げた点にある。しかしながら、「リーン生産論」は、一方における、
この構想の実施によって生じる多様な帰結と、他方における、企業業績に
影響を与える多様な要因のうちで、共通因子としての効率のみを媒介項と
して抽出し、これによって両者を機械的に結合させる、過度に単純な論理
構造に支えられている。しかしながら、現実のリーン生産は多様な要因の
相互作用のうちで、多様な様相を呈するのである。
オルトマンはMITの「リーン生産論」に対する評価との関連で、 ドイ
ツにおける経営経済学と産業社会学における議論を吟味し、総括する。経
営経済学は一般に、リーン生産を伝統的大量生産に対置し、その効率性と
労働の人間化に対する作用を期待し、この新形態の意義を積極的に評価し、
ドイツヘの導入の必要性を強調する。これに対して、産業社会学は一般に、
リーン生産に大量生産との連続性を見出し、西欧的な「労働の人間化」と
の違いを見出し、 ドイツヘの移転の可能性を疑問視する。オルトマンは、
大量生産と労働の人間化というような既存の基準で評価するとき、その意
義を見落とす危険があると考える。リーン生産の意義は、生産形態を判定
する基準を新たに形成した点にあり、その意義はこの構想自体が設定する
要件によって判定されるべきであるというのである。
オルトマンは、リーン生産のもつ内容と問題をめぐる意味関連を、 3つ
の側面において再構成する。第 1に、リーン生産が社会的に定着するため
には、「模範」として認知されることが必要であり、第2に、「規範」とし
ての正当性が社会的に認知されることが必要であり、第3に、関係する利
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害集団が「規範」として承認して行動することが必要である。リーン生産
は、国際比較プロジェクトによって構想され、しかもその内容が生産性、
コスト、フレキシビリティという受容されやすい基準により提示された点
において、第 1の側面を満たし、経営者側では「合理化」を、労働者側で
は「労働の人間化」を想定しうるものであり、双方とも正当なものとして
受容可能な要因をもっている点において、第2の側面を満たし、そして協
同形態を核心としている点において、第3の側面を満たしている。
リーン生産に関するオルトマンの研究は、国際的動向を踏まえ、 ドイツ
における関連する諸学の動向を吟味し、より客観的な把握を可能にする方
向を示そうとしている点において、そして唯一最善の生産方式を求めると
いう発想を修正して、多様な社会的環境のもとで多様な生産形態が存立し
うることを説明する道を示唆した点において、工業経営の研究にとって大
きな意義をもっているのである。
第9章は、 ドイツの賃金制度改革に見られる最近の新しい傾向を、 1980
年代前半におけるフェーゲレ社の事例を取り上げることによって明らかに
している。同社は、道路建設機械を主力製品とし、従業員数は1000人弱で
ある。年間生産量の70％は注文生産され、受注から完成品の発送まで最低
6週間を要する。従業員構成は、労働者と職員の比率が1.8対1であり、労
働者のうち熟練エが60％を占めている。
賃金制度改革の背景となったのは、次の 2つの事情である。第 1に、 N
CやCNC技術の導入により旋盤作業に要する能力に変化が生じ、従来の
手工的な能力の重要性が低下し、精神的な給付能力の重要性が増大した。
第2に、変化する市場の状況に製品の構成と数量を適応させることが要求
されるようになり、そのためにフレキシプルな生産設備と適応能力のある
人間が必要になった。ところが、当時の労働協約は、基本給が職務給の原
理によって決まるので、職務の変化に伴って賃金が変化することになり、
配置換えを困難なものにし、配置のフレキシビリティを阻害していた。ま
た、労働者と職員に別個の労働協約が適用され、賃金制度が異なっていた
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点も、障害となった。 CNC技術の導入が技術職員と労働者との間にあっ
た仕事の境界を取り除くようになっていたからである。
フェーゲレ社において、賃金制度の改革は経営側のイニシアテイプによ
り行われた。同社の新賃金制度の特徴の第1は、労働者と職員に共通の制
度を採用した点である。第2は、基本給の決定に関して職務給にかえて職
能給の原理を採用した点である。この2つの特徴は、従業員のフレキシプ
ルな配置を可能にするものである。第3は、基本給部分の基礎になる、従
業員の賃金等級への格付けにおいて、さらに基本給以外の賃金部分に関し
ても、その運用を労使の共同決定に委ねている点である。
フェーゲレ社の新賃金制度は経営側のイニシアテイプによるものであっ
たが、労働組合側の考え方とも広範に一致していた。特に、労働者と職員
の賃金制度の統一化、賃金等級への格付け基準を職能資格にかえることに
よって格下げを事実上防止できること等、労働組合の側からみて魅力的な
ものであった。経営側が目指した、フレキシプルな配置という点も、労働
組合は脅威とは感じなかった。
フェーゲレ社が導入した、労働者と職員の統一賃金協約はその後、化学
産業へ、金属産業の若干の企業にも普及し始めている。第9章の結論とし
て、フェーゲレ・モデルの普及の可能性は企業環境に依存し、それと関連
して採用される人事戦略に依存することが指摘されている。
第10章は、 ドイツにおける経営者論を取り上げている。第 2次世界大戦
後の展開が主たる内容であるが、問題の経緯を明らかにするために、 20世
紀初頭からの展開を整理している。 20世紀初頭のエーレンベルヒの株式会
社論および20世紀の10年代から20年代にかけて構築されたニックリッシュ
の経営経済学における企業論は注目すべきものである。第2次世界大戦後
の代表的な経営者論として、 1950年代のハルトマン、 1960年代のプロス、
1980年代末から90年代に行われたエバーバイン／トーレンの研究を、それ
ぞれの時代を代表するものとして吟味している。
ハルトマンは経営者の権威を、それが由来するところに基づいて、機能
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的権威と絶対的権威とに 2分する。前者は、経営者の決定や命令が機能上
正しいために服従され、権威の源泉は専門的な知識や能力などである。後
者、すなわち絶対的権威は、経営者の権威を、知識や能力に関係なく、当
然のものと認めるがために服従され、ここでは権威は自明のものであり、
服従に対する根拠を示す必要はない。 ドイツにおける経営者の権威はハル
トマンの調査によると、絶対的権威である。絶対的権威の基礎となってい
るのは、私有財産権、天職観、エリート思想などが考えられるが、なかで
も中心をなすのは私有財産権の思想である。ハルトマンの経営者論は、企
業者的経営者論と特徴づけられ、当時のドイツ企業経営の真髄に迫るもの
として捉えられている。
プロスは、バーリ／ミーンズ、バーナムなどによって定式化された命題
を批判する。バーナムらは、資本家にかわって登場した経営者が、私有財
産制と利潤追求に対して、さらには資本主義体制に対しても否定的な態度
をとることを期待した。経営者革命論である。しかしながら、プロスの見
るところでは、資本所有なき経営者もまた私有財産制の擁護者である。か
れらは、資本主義体制に密着し、利潤追求を指導原理としている。プロス
の経営者論は経営者利潤追求論として特徴づけられている。
エバーバイン／トーレンは、 ドイツとイギリスの経営者を調査・比較し
ている。 ドイツの経営者は3種に分けられる。オーナー経営者、転職経営
者、昇進経営者がそれである。転職経営者とは他の企業等から経営者にな
るぺく現在の企業に移った者たちであり、昇進経営者とはその企業におい
て従業員として勤務した後に経営者に昇進した者たちである。これらのう
ち、 ドイツでは昇進経営者が89％を占めている。昇進の基準としては、 ド
イツでは、実践的技能的訓練と並んで理論的教育訓練が重視されている点
が特徴的である。ドイツでは、経営者の間に生産活動への志向が強いとい
われてきたが、エバーバイン／トーレンの調査では、経営者活動の内容と
して動機づけを重視する者が多かった。人を動かすことをその仕事と考え
る経営者が多くなっているが、この仕事を専門と呼ぶことには躊躇してい
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るのがドイツの経営者である。調査対象となったドイツの111人の経営者の
うち、オーナー経営者はわずか2名であるが、旧来の企業者を理想とする
考え方が根強いドイツにおいては、依然としてオーナー経営者の利点もま
た主張されている。エバーバイン／トーレンの経営者論は、 EU統合を視
野においてドイツの経営者の特質をイギリスのそれとの比較において明ら
かにしようとするものであり、EU統合志向的経営者論と特徴づけている。
経営経済学の個別問題を考察した 4つの章の概略を説明した。第 7章は、
組織論と経営経済学との交渉の歴史を踏まえて、経営経済学に対するルー
マン組織論の挑戦にまで論及する点において、個別問題としての組織に関
する考察を超え、経営経済学の碁礎を問うものである。企業が組織として
の側面をもつ限り、経営経済学は、組織論の動向に対して注意を払わなけ
ればならない。第 8章は、リーン生産に関する国際的論議の動向およぴド
イツにおける産業社会学と経営経済学の歴史を踏まえて、オルトマンのリ
ーン生産論を吟味していた。オルトマンの学説がもつ客観的性格、リーン
生産を相対化している点は、主観的な評価が横行してきたなかにおいて新
鮮である。第 7章および第 8章は、学説の研究としてもすぐれており、学
説研究を志す人にとって模範となりうる。第9章の特徴は、最近の技術発
展およぴ市場変化という環境要因を取り出し、それとの関連において賃金
制度改革の方向を考察している点、利害関係者である労働者側の態度に注
Hして、その対応を論述している点にある。最近、事例研究がドイツにお
いても盛んである。事例研究の有効性、 ドイツ経営経済学の新動向を知る
ためにも、第 9章は好適である。第10章は、「第 2次世界大戦後ドイツの経
営者論の展開」という標題であるが、そこでは経営者論が登場した1900年
頃からの展開も整理されている。 ドイツにおける経営者論の代表的なもの
を取り上げており、代表的なもののうちに、 ドイツ経営者論の全体的な動
向を描いている。 ドイツ経営者論を体系化する試みである。日本における
ドイツ経営学に関する研究が学問論議に偏る傾向にあるなかで、第7章か
ら第10章までの 4つの章は、 ドイツ経営学のもつ内容の豊かさを私たちに
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示してくれている部分であり、本書全体に個性を与えている部分でもある。
??
第11章は、ゴットルの学説と日本の経営学に対するその影響を取り上げ
ている。ゴットルは、ナチスの時代に脚光を浴ぴた経済学者であり、その
学説はナチスと重なり合うものをもっている。第11章は、ファシズムの時
代以前における日本の経営学に対する影響、ファシズム期における影響を
論述し、ゴットルの学説の現代的意義を明らかにしようとしている。
日本の経営学とゴットルとの出会いは1920年代の後半に始まる。ゴット
ルは1920年代の合理化運動のなかで、合理化の基本原理を明らかにした。
ゴットルは合理化を、技術的理性に導かれた技術的合理化、商的理性に導
かれた商的合理化、経済的理性に導かれた経済的合理化の 3つに区分した。
技術的合理化は経営のレベルにおける生産性・経済性を目的とし、商的合
理化は企業のレベルにおける収益を目的とし、経済的合理化は国民経済の
レベルにおける繁栄を目的とする。そして結局は、技術的合理化が商的合
理化に奉仕し、商的合理化が経済的合理化に奉仕するという関係を、ゴッ
トルは明らかにしたのである。ゴットルは1920年代に、フォーディズムに
関する研究も公表している。 1920年代後半から1930年代初めの時期におい
てゴットルの学説に取り組んだ代表者として、宮田喜代蔵の業績が取り上
げられている。宮田はゴットルに即して、経営を経済と技術の交渉の場と
して捉えた。さらにテーラーからフォードヘという線に沿って、フォード・
システムを捉え、ゴットルに即してフォーディズムの全貌を明らかにした。
経済と技術、フォーディズムに関するゴットルの学説は現代においても、
日本の経営学に影響を与えている。
1933年以降、ナチスの時代に入ると、ゴットルはナチスの経済観や社会
観を自己の理論で基礎づける。人間共同生活をいかに構成するかという基
本問題から出発して、経済的なるものを捉える構成体中心の思惟が援用さ
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れた。ファシズムの時代に入ると、日本におけるゴットル研究は次第に盛
んになり、1930年代の後半においてゴットルの学説の全体像が解明される。
この時期の代表者は福井孝治、宮田喜代蔵、酒井正三郎、池内信行である。
福井はゴットルに学ぴ、これを批判しながら、人間共同生活の学としての
経済学を創造することに努めた。宮田はゴットルの生活経済学に沿って、
企業の理論を展開した。その特質は第 1に、人間共同生活の構成という問
題意識を踏まえて企業の構成を論じている点、第2に、企業と国民経済と
の関係において規制の問題を論じている点、第3に、経営学における価値
判断の問題を論じている点にある。酒井は、ゴットルが説いた存在論的価
値判断に着目して、実践的かつ規範的な経営学の基礎づけを試みた。存在
論的価値判断とは、社会構成体それ自身の終極目的に奉仕する諸手段の正
しい配合関係に関する価値判断のことである。池内はゴットルの問題意識
を踏まえ、欲求と充足をいかに持続的に調和させるかという点に経済の固
有の問題を見出し、そして経済の根源的な構成体は家政であって、企業は
家政から派生し、家政に奉仕する派生的構成体であるにすぎないことを指
摘した。
ゴットルに関する研究は日本において、ファシズムの時代に開花した。
これは周知のところである。現代においてゴットルに取り組む意義は、ゴ
ットルの学説がナチスの時代以前に完成されていた点に、そして積極的に
は、ゴットルから生活の論理を学ぶことが必要であるという点に求められ
ている。
日本の経営学に対するゴットルの影響を考察した第11章の概略を説明し
た。第11章は、 H本の経営学がドイツの理論から学んできた一般的な形を
理解するには好適である。日本における経営学の史的展開を研究しようと
する者に模範を示しており、日本において経営学の新たな展開を企てよう
とする者にも 1つの手がかりを与えている。取り上げられた索材に関して
は、私自身は、ゴットルの学説が日本の経営学におけるファシズム的傾向
の形成に対して果たした役割とこの傾向をもつ経営学者の言動を総括する
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作業を行うことが、「ゴットルとわが国経営学」として論じられるべき課題
であると考えていることを強調しておきたい。
VI 
私はこれまで、 1930年頃以前のドイツの経営学に取り組んできた。第 2
次世界大戦以後の展開については、断片的な知識をもつのみであった。本
書を読み、注記されている参考文献にも導かれることによって、私は、古
い時代から現代までのドイツ経営学の全体を展望することができるように
なった。これは、本書が現代ドイツ経営学の重要な領城の大部分を取り扱
っていることによるものであり、研究および学習の手引きとして役立ちう
る11編の論文が1冊の書物にまとめられたことの意義は大きい。本書が
もともと論文集として企画されたものである点をも考慮して、各章に対し
て、その特徴、意義等について、感想、私見を書いてきた。学んだことが
多く、各章の執筆者に対して感謝申し上げたい。 (A 5版、本文190
ページ、平成9年4月、税務経理協会刊、本体3200円）
（評者・大阪市立大学教授）
